
 PPP/PFI事業に取り組む地⽅公共団体等を支援するため、専⾨的知⾒、ノウハウ、経験を持つ
専⾨家を派遣する制度。

 制度運⽤を開始した平成23年度以降、派遣件数は令和６年度末までに延べ585件。
 令和７年度より、内閣府及び国土交通省と協定を結んでいる地域プラットフォーム（以下、
「協定プラットフォーム」という。）事務局からの依頼に応じて派遣できる専門家を拡充。

PPP/PFI専門家派遣制度の概要

内閣府
PPP/PFI推進室

専門家団体

①申込み

③派遣 ②依頼

地方公共団体等

専門家

【制度の概要】

（PPP/PFI事業に係る依頼内容の例）
・制度概要、事例紹介、事業推進方法等に関する講演
・事業の案件形成、庁内推進体制の構築や検討ルールの整備、予算対応、議会対応、庁内合意形成に関する相談
・金融、ファイナンスに関する相談
・地域プラットフォームの形成・運用、優先的検討規程の策定・運用に関する相談
・首長、地方議会の理解促進等を図る取組に関する相談
・民間提案制度に係る受け入れ体制構築・インセンティブ付与方法・審査方法に関する相談
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（地方公共団体等職員）
民間実務専門家※

建設コンサル
タンツ協会

PFI/PPP推
進協議会

日本PFI・
PPP協会

（コンサルタント、
事業会社等の職員）

学識専門家※
（学識経験者）

※協定プラットフォームからの
応募に対して派遣が可能

行政実務専門家 民間資金等
活用事業推進

機構

○ 地方公共団体等からの依頼内容に応じて適切な専門家を選定し、１回につき半日程度で派遣（内容に応じ
て複数回の派遣も可能） 。

○ 通年で申込を受付けており、派遣費用（旅費、謝金）は内閣府が負担。
○ 専門家の派遣は、行政実務専門家（地方公共団体等職員）、専門家団体（コンサルタント等）、民間資金
等活用事業推進機構の中から選択が可能。協定プラットフォームからの応募の場合、民間実務専門家名簿
又は学識専門家名簿に記載された専門家からの選択も可能。

○ 専門家は、専門的な立場から、講演、事業手法に関する助言等を実施。



PPP/PFI専門家派遣数の推移

PPP/PFI専門家派遣数の推移

専門家による
質疑応答の適切性

必要な情報の入手

単位：件

単位：件

2

○PPP/PFI専門家派遣制度とは、PPP/PFI事業に取り組む地⽅公共団体等を支援するため、専⾨的知⾒、ノウハウ、経験を持つ専門家を派遣し、
その派遣費用（旅費、謝金）を内閣府が負担する制度。

○平成23年度からコンサルタントを派遣することにより、制度運用を開始した。令和３年９月には行政実務に精通する地方公共団体等職員、
令和４年７月にはPFI推進機構職員の派遣を開始して制度運用している。

○令和７年４月には内閣府と国道交通省と協定を結んでいる地域プラットフォーム（協定プラットフォーム）事務局からの依頼に応じて、民間実務専
門家名簿又は学識専門家名簿に記載された専門家の派遣を開始して、制度を拡充して運用している。

○相談内容は、PPP/PFI制度概要・事例紹介、事業手法（具体案件）、庁内推進体制の構築や検討ルールの整備、庁内合意形成、議会対応
など多岐に渡っている。

○制度運⽤開始以降、令和７年３月末現在で延べ585件の専門家派遣を実施（令和６年度については、派遣申込件数含む109件）。
特に、令和3年度以降は相談件数が急増しており、PPP/PFIに対するニーズが窺える。

○派遣を受けた地方公共団体等の９割以上から「質疑は的確・適切であった」、「必要な情報が得られた」との評価を得ている。（アンケートの有効
回答数は109件）



 PPP/PFI制度概要・事業推進方法に関する講演や事例紹介といった検討初期段階における相談
依頼が多い一方、個別の事業手法に関する助言依頼もあります。

 派遣を受けたほぼすべての地方公共団体等から「助言は的確・適切であった」、「必要な情
報が得られた」と評価をいただいています。（令和６年度派遣109件、アンケート有効回答数109件）

⇒ 相談事項には幅広く対応できるよう努めておりますので、まずはご相談ください！！

（参照先：専門家派遣）
https://www8.cao.go.jp/pfi/shien/senmonka/senmonka.html

依頼内容の類型（令和６年度実績） アンケート結果（令和６年度実績）
専門家による質疑対応の適切性 専門家からの必要な情報の入手
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専門家派遣ではどんなことが頼めますか？



学校給食センター整備運営事業
・A市では、従来の学校給食センターの機能に加え、市民の健康増進及び地
元食材ＰＲに資する事業者による食育レストラン（自主事業）を展開。
・本事業については、平成23年度に内閣府の専門家派遣を通じて、基礎知
識の習得を含む給食センター整備運営へのPFI手法導入支援を行い、その
後、市は検討を進め、平成25年度末に実施方針の公表を行うに至った。

【写真はイメージです。】

学校給食
センター

全景

・B市では、体育館施設の老朽化と耐震化および多様な市民ニーズへの対
応といった課題を解決するため、民間ノウハウを活用し、効果的・効率的な
事業運営を実施することを決定。
・本事業については、平成27年度に内閣府の専門家派遣を通じて、基礎知
識の習得・庁内の検討体制構築等の観点からPFI手法導入支援を行い、
その後、市は検討を進め、平成31年2月に実施方針の公表を行うに至った。

市民体育館再整備事業スポーツ施設
-体育館-

駅前地区土地活用事業まちづくり

・C市では、新幹線開業に向け駅前公有地を活用し、民間企業と共に、ホテ
ル、飲食・物販テナント、子育て支援施設、本を核とした知育・啓発施設、
広場公園を官民連携事業として複合的に整備し令和４年９月に開業した。
・本事業については、平成28年度に内閣府の専門家派遣を通じて、サウン
ディング調査の流れや実施方法について支援を行った。
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PPP/PFI事業実施にあたり専門家派遣を活用した事例



廃棄物処理施設整備運営事業
・D市は、循環型社会に適した処理システムを確立し、民間事業者の創意工夫に
よる財政負担の縮減及び公共サービス水準の向上を目的に事業化を決定。
・本事業については、専門家派遣を通じて、平成24年8月にPPP/PFI事業スキー
ムの検討支援を行い、同年12月に民間事業者のインセンティブ確保等に関する検
討支援を実施。その後、市は検討を進め、平成26年12月に実施方針の公表を
行うに至った。

【写真はイメージです。】

廃棄物
処理施設

全景

・E市では、商業・行政機能が集積する駅周辺を事業計画地と定め、交流都市拠
点形成を目的に民間ノウハウを活用し、効果的・効率的な事業運営を実施する
ことを決定。
・本事業については、内閣府の専門家派遣を通じて、平成24年度に基礎知識の
習得・事業スキーム等の観点からPFI手法導入支援を行い、平成25年度に市が
検討したVFMの妥当性検討支援を実施。その後、市は検討を進め、平成26年
4月に実施方針の公表を行うに至った。

駅前再開発事業まちづくり

全景

・F市では、老朽化と耐震化、多くの市民が利用可能となるバリアフリー化および新
たなスポーツ競技受入れに対応することを目的に事業化を決定。
・本事業については、内閣府の専門家派遣を通じて、平成25年度に2回の基礎
知識の習得・基本計画の策定方法等の観点からPFI手法導入支援を行い、平
成26年度には導入可能性調査の実施に必要な検討を支援。その後、市は検討
を進め、平成28年5月に実施方針の公表を行うに至った。

市民体育館整備運営事業スポーツ施設
-体育館-
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PPP/PFI事業実施にあたり複数回の専門家派遣を活用した事例



地方議会の理解促進等を図る取組へのPPP/PFI専門家派遣制度の活用事例

日   時：令和6年10月24日(木)13時30分～15時30分
場 所 ：日野市議会本会議場
受講者：日野市議会議員23名、日野市職員５名
（研修内容）
１．PPP/PFI 推進の必要性・メリット（講義）
講師：特定非営利活動法人 日本PFI・PPP協会 

   会長兼理事長 植田 和男氏
２．PPP/PFI推進の最近の動向等（講義）
講師：内閣府民間資金等活用事業推進室

 企画官 鈴木 祥弘
３. 質疑応答・意見交換

〇日野市議会事務局よりPPP/PFI専門家派遣制度を活用したいとの依頼があり、日野市議会議員が
参加するPPP/PFI研修に日本PFI・PPP協会の植田会長を専門家として派遣した。
〇研修では、植田会長より「PPP/PFI 推進の必要性・メリット」について講義してもらうとともに、内閣府から
「PPP/PFI推進の最近の動向等」について説明し、その後、意見交換を実施した。
〇受講者した議員の約96％が「研修は有意義だった」と事後アンケートで回答（回答数22名）するなど、
研修は地方議会議員のPPP/PFIに関する理解度向上につながった。

▲植田会長の講義状況

（質問）市役所の組織内にPPP/PFIに関する専門知識や
ノウハウを蓄積する有効な方法をアドバイスいただきたい。

・PPP/PFIの基礎的な考え方や先進事例を知る
ことができて有意義だった。
・手法ではなくまず課題に着目し、どのような手法
が活用できるか検討することが大切だとわかった。

研修の内容と開催状況 主な意見交換の内容

研修後の受講者の声

▲内閣府の講義状況

植田会長

講師の回答
・案件ごとの担当者だけでなく、PPP/PFIの担当課に
 ノウハウ等が蓄積される仕組みづくりが必要。
・行政は従来業務の延長線上で仕事する性質があるため、
例えば、公共施設マネジメント課などに組織名を変更し、
それと同時に新たなミッションを付加するのが有効である。

市議会議員

市職員

・行政と議会の目線を合わせという意味で有意義
だったと思う。
・この取組により、PPP/PFIについての議会での
 やりとりがよりスムーズになるのではないか。 6


